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橋
下
徹
大
阪
市
長
は
「
市
政
改

革
プ
ラ
ン
（
素
案
）」
を
発
表

し
、
３
年
間
で
１
０
４
事
業
、
４

８
８
億
円
も
の
市
民
施
策
の
削
減

を
進
め
よ
う
と
し
て
い
る
。
橋
下

「
維
新
の
会
」
が
掲
げ
る
「
大
阪

都
」
構
想
や
国
政
進
出
に
向
け
て

発
表
し
た
「
維
新
八
策
」
の
中
で

も
示
し
て
い
る
大
阪
市
解
体
の

「
道
州
制
」
に
つ
な
げ
る
狙
い
は

明
ら
か
で
、
大
阪
市
内
だ
け
で
な

く
大
阪
全
体
の
問
題
で
あ
る
。

　

素
案
は
、
市
独
自
の
国
保
料
減

免
の
廃
止
や
国
保
料
軽
減
の
た
め

の
一
般
会
計
か
ら
国
保
会
計
へ
の

繰
り
入
れ
の
削
減
、
無
料
の
歯
周

疾
患
健
診
や
が
ん
検
診
の
廃
止
な

ど
、
住
民
の
命
と
健
康
を
守
る
施

策
の
削
減
が
ず
ら
り
と
並
ぶ
。
加

え
て
敬
老
パ
ス
の
有
料
化
、
保
育

料
免
除
の
廃
止
、
学
童
保
育
へ
の

　

野
田
佳
彦
首
相
が
表
明
し
た
Ｔ

Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
は
、
日
本
の
国
民

皆
保
険
制
度
を
崩
壊
に
導
く
も
の

で
あ
り
、
容
認
で
き
な
い
。

　

政
府
は
、
医
療
分
野
を
「（
Ｔ

Ｐ
Ｐ
交
渉
に
参
加
し
て
も
）
守
る

べ
き
も
の
は
守
る
」「
交
渉
の
テ

ー
ブ
ル
に
の
せ
な
い
」
と
言
う

す
る
。

　

そ
も
そ
も
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
関
税
撤
廃

だ
け
で
な
く
、
非
関
税
障
壁
も
撤

廃
し
、
各
国
の
制
度
を
限
り
な
く

共
通
に
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い

る
。
９
カ
国
の
交
渉
は
、
医
療
、

農
業
、
食
品
の
安
全
規
制
、
労

働
、
保
険
な
ど
21
分
野
に
つ
い
て

な
る
。

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
影
響
の
大
き
さ
が
明

ら
か
に
な
る
に
つ
れ
、
幅
広
い
団

体
や
地
方
自
治
体
か
ら
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参

加
に
反
対
す
る
声
が
強
ま
っ
て
い

る
。
日
本
医
師
会
や
日
本
歯
科
医

師
会
な
ど
医
療
関
連
40
団
体
で
つ

く
る
国
民
医
療
推
進
協
議
会
は
、

が
、
国
の
政

策
や
制
度
、

国
内
法
よ
り

優
先
さ
れ
る

Ｔ
Ｐ
Ｐ
で

は
、
公
的
医

「
国
民
皆
保

険
を
崩
壊
に

導
く
Ｔ
Ｐ
Ｐ

交
渉
に
反

対
」
を
表
明

し
て
い
る
。

療
の
改
変
を
含
む
要
求
を
続
け
て

き
た
米
国
の
意
図
に
沿
っ
て
日
本

の
公
的
医
療
制
度
が
変
え
ら
れ
て

し
ま
う
の
は
明
ら
か
で
あ
る
。
日

本
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
れ
ば
ア
メ

リ
カ
の
要
求
に
よ
っ
て
営
利
企
業

に
よ
る
病
院
経
営
の
参
入
や
混
合

診
療
の
全
面
解
禁
が
進
め
ら
れ
、

日
本
の
国
民
皆
保
険
制
度
は
崩
壊

行
わ
れ
て
お
り
、
国
民
生
活
の
あ

ら
ゆ
る
分
野
に
多
大
な
影
響
を
与

え
る
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
各
国
の
提
案
や
交
渉

文
書
、
関
連
資
料
は
、
一
般
に
は

公
表
さ
れ
ず
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
発
効
後
も

４
年
間
は
秘
匿
さ
れ
る
。
国
民
不

在
で
進
め
ら
れ
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
国
家

の
主
権
や
民
主
主
義
へ
の
脅
威
と

　

私
た
ち
は
、
国
民
皆
保
険
制
度

を
崩
壊
に
導
く
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
交
渉
参

加
に
反
対
す
る
国
民
的
な
運
動
の

一
翼
を
担
っ
て
全
力
を
尽
く
す
。

民
の
福
祉
や
暮
ら
し
を
支
え
る
施

策
の
削
減
で
追
い
打
ち
を
か
け
れ

ば
、
さ
ら
な
る
景
気
悪
化
と
税
収

減
を
招
き
、
大
阪
経
済
に
抜
け
出

せ
な
い
悪
循
環
を
も
た
ら
す
。

　

い
ま
必
要
な
の
は
、
市
民
の
い

の
ち
や
暮
ら
し
を
守
る
た
め
の
施

策
の
拡
充
や
地
域
経
済
を
活
性
化

さ
せ
る
た
め
に
中
小
企
業
へ
の
対

策
を
抜
本
的
に
強
め
る
こ
と
だ
。

　

私
た
ち
は
大
阪
市
の
解
体
と
福

祉
を
削
り
、
く
ら
し
破
壊
を
進
め

る
市
政
改
革
プ
ラ
ン
に
反
対
し
、

住
民
の
命
と
健
康
を
守
る
自
治
体

の
本
旨
を
大
阪
市
に
果
た
さ
せ
る

た
め
に
全
力
を
尽
く
す
。

憲
法
が
定
め
た
税
制
の
民
主
的
原

則
は
、
税
金
は
所
得
や
資
産
な
ど

能
力
に
応
じ
て
負
担
す
る
「
応
能

負
担
」
が
原
則
で
あ
る
。

　

今
日
の
財
政
難
は
、
大
企
業
・

富
裕
層
へ
の
行
き
過
ぎ
た
減
税
や

雇
用
破
壊
に
よ
る
税
収
の
減
少
を

招
い
た
政
府
の
失
政
が
原
因
で
あ

る
。
今
す
べ
き
こ
と
は
、
消
費
税

に
頼
ら
ず
、
軍
事
費
や
不
要
な
公

共
事
業
な
ど
の
無
駄
を
一
掃
し
、

大
企
業
や
富
裕
層
へ
応
分
の
負
担

を
求
め
社
会
保
障
を
立
て
直
す
こ

と
で
あ
る
。

　

私
た
ち
は
、
医
院
経
営
も
経
済

も
財
政
も
破
壊
す
る
消
費
税
増
税

と
社
会
保
障
改
悪
に
反
対
す
る
と

と
も
に
、
憲
法
25
条
に
基
づ
く
社

会
保
障
の
再
構
築
と
拡
充
に
全
力

を
尽
く
す
。

補
助
金
や
新
婚
家
庭
家
賃
補
助
の

廃
止
な
ど
、
全
世
代
に
対
し
市
民

サ
ー
ビ
ス
が
削
減
対
象
と
さ
れ
て

い
る
。

　

市
民
施
策
を
削
減
す
る
一
方

で
、
こ
れ
ま
で
に
借
金
を
増
や
し

て
き
た
ベ
イ
エ
リ
ア
開
発
や
、
な

に
わ
筋
線
や
関
空
リ
ニ
ア
建
設
な

　

野
田
政
権
は
消
費
税
増
税
を
柱

と
す
る
社
会
保
障
と
税
の
「
一
体

改
革
」
関
連
法
案
を
今
国
会
中
に

成
立
さ
せ
よ
う
と
突
き
進
ん
で
い

る
。
民
主
党
は
２
０
０
９
年
の
総

選
挙
で
は
消
費
税
増
税
を
公
約
に

一
切
書
か
ず
、
い
ま
消
費
税
増
税

に
は
世
論
調
査
で
６
割
の
国
民
が

反
対
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
税
率
を
５
％
か
ら
10
％
へ
引

き
上
げ
て
国
民
に
13
・
５
兆
円
も

の
負
担
増
を
押
し
付
け
よ
う
と
し

て
い
る
。
消
費
税
増
税
に
伴
う
低

所
得
者
対
策
に
必
要
な
仕
組
み
づ

く
り
を
口
実
に
、
社
会
保
障
給
付

抑
制
と
税
・
保
険
料
の
徴
収
を
強

化
す
る
「
共
通
番
号
制
度
」
の
導

入
も
狙
わ
れ
て
い
る
。

　

政
府
は
、「
社
会
保
障
の
充

実
」「
財
政
危
機
」
を
口
実
に
す

る
が
、
５
％
増
税
分
の
う
ち
「
社

会
保
障
の
充
実
」
に
使
わ
れ
る
の

は
、
１
％
分
の
２
・
７
兆
円
に
過

法
で
財
政
状
況
を
ご
ま
か
し
、
約

４
０
０
０
億
円
も
積
み
上
が
っ
た

基
金
（
公
債
償
還
基
金
）
も
活
用

し
な
い
と
公
言
す
る
な
ど
、
財
政

危
機
自
体
が
全
く
の
ま
や
か
し
で

あ
る
。
そ
の
一
方
で
、
市
民
の
財

産
で
あ
る
黒
字
の
市
営
地
下
鉄
を

民
間
に
売
却
し
よ
う
と
し
て
い

ぎ
ず
、
残
り
の
４
％
分
は
既
存
の

社
会
保
障
財
源
と
入
れ
替
わ
る
だ

け
で
あ
る
。「
社
会
保
障
の
充

実
」
と
は
名
ば
か
り
で
、
医
療
費

窓
口
負
担
の
引
き
上
げ
や
当
面
の

年
金
給
付
と
子
ど
も
手
当
の
削
減

な
ど
の
計
画
だ
け
で
２
・
７
兆

円
、
将
来
の
年
金
支
給
年
齢
の
引

き
上
げ
が
実
施
さ
れ
る
と
６
～
10

兆
円
の
年
金
が
削
減
さ
れ
る
。

「
充
実
」
分
を
は
る
か
に
上
回
る

社
会
保
障
の
切
り
捨
て
と
な
る
。

　

消
費
税
の
５
％
の
引
き
上
げ
で

大
不
況
を
招
い
た
１
９
９
７
年
当

時
と
比
べ
て
も
、
家
計
の
年
間
可

処
分
所
得
は
92
万
円
も
減
っ
て
い

る
。
こ
う
し
た
も
と
で
、
消
費
税

げ
、
残
る
財
源
の
範
囲
へ
市
民
サ

ー
ビ
ス
を
引
き
下
げ
る
こ
と
を
前

提
と
し
た
も
の
だ
。
大
阪
市
の
解

体
は
大
阪
市
だ
け
で
な
く
、
国
保

の
広
域
化
を
含
め
、
府
下
自
治
体

に
も
同
様
の
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
低

下
を
招
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

　

い
ま
大
阪
市
で
は
、
生
活
保
護

を
増
税
す
れ
ば
暮
ら
し
と
経
済
へ

破
壊
的
な
影
響
を
及
ぼ
す
。
震
災

の
被
災
者
に
も
負
担
を
か
ぶ
せ
、

復
興
の
妨
げ
と
な
る
。
医
院
経
営

悪
化
が
顕
著
な
歯
科
医
療
機
関
で

は
、
仕
入
れ
に
か
か
る
「
損
税
」

が
増
加
す
れ
ば
、
歯
科
医
療
崩
壊

に
拍
車
を
か
け
る
こ
と
は
明
白
で

あ
り
、
歯
科
医
療
提
供
体
制
が
損

な
わ
れ
る
。

　

消
費
税
を
社
会
保
障
財
源
と

し
、
社
会
保
障
削
減
か
消
費
税
増

税
か
の
二
者
択
一
を
迫
る
の
は
問

題
で
あ
る
。
消
費
税
は
低
所
得
者

ほ
ど
負
担
率
が
重
く
、
逆
進
性
が

高
い
。
社
会
保
障
財
源
に
は
最
も

ふ
さ
わ
し
く
な
い
税
制
で
あ
る
。

世
帯
数
が

21
万
４
７

７
８
世
帯

と
な
り
、

保
護
率
は

全
国
平
均

ど
の
巨
大
開
発
に
は
全
く
手
を
付

け
ず
、
推
進
す
る
構
え
で
あ
る
。

　

橋
下
市
長
は
「
毎
年
５
０
０
億

円
の
収
支
不
足
」
を
市
民
施
策
の

廃
止
・
削
減
の
理
由
と
す
る
が
、

土
地
売
却
等
の
「
補
て
ん
財
源
」

を
収
入
に
計
上
し
な
い
な
ど
の
手

る
。

　

市
民
施
策
の
大
幅
削
減
は
、
２

０
１
４
年
、
２
０
１
５
年
に
大
阪

市
を
解
体
し
、
基
礎
自
治
体
を
８

～
９
ブ
ロ
ッ
ク
と
す
る
「
大
阪

都
」
へ
の
地
な
ら
し
で
あ
り
、
市

財
源
の
４
割
を
「
都
」
が
吸
い
上

の
２
倍
を
超
え
る
（
２
０
１
１
年

８
月
）。
働
く
人
の
非
正
規
率
は

44
・
５
％
に
達
し
、
高
す
ぎ
る
保

険
料
の
た
め
国
保
加
入
世
帯
の
26

・
８
％
が
国
保
料
を
滞
納
し
て
い

る
。

　

市
民
生
活
が
悪
化
す
る
中
、
市
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市
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施
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市
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改
革
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消
費
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同
時
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国
民
皆
保
険
制
度
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崩
壊
に

導
く
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
反
対
す
る　
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